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１．合併の必要性

（１）総論
渋川市・伊香保町・小野上村・子持村・赤城村・北橘村（以下「渋川地区」といいます。）

は、地理的にも歴史的にも共通の要素を持っている地域であり、住民相互の結びつきも緊密

な地域です。これまで市町村の範囲を越えた広域的な連携として、消防、ごみ処理など１７

事業が広域組合として行われています。しかしながら、住民の方々の価値観や生活スタイル

の多様化、少子高齢化の一層の進行、広域的な交通網の整備や情報通信手段の発達による生

活圏の拡大化、更に急速に進展する国際化の波の中で、渋川地区を取り巻く社会環境は急速

に変化していますが、今後も定住人口の確保や生活サービス等の充実とともに、地区の活力

を支える新たな産業の確立や、安定した社会基盤の維持など、総合的かつ効率的に解決して

いくためには、これまでの交流・連携から一歩踏み込んで進んで行くことが必要とされます。

そして、自分たちのまちのことは自分たちで決めるという地方分権が時代の潮流となる中

で、自治体としての自立性や能力の向上に取り組むとともに、厳しい財政状況にも対応でき

る、たくましい行財政基盤の確立を図ることも必要です。

このような現状や課題に的確に対応していくためには、渋川地区の６市町村が一層連携し

て取り組む必要性が高く、この合併がその有効な対応策となるものと考えられます。

（２）各論

①少子高齢化社会への対応
渋川地区の人口構成は少子高齢化が進行し、平成 12 年（国勢調査）の時点では、群馬県平

均に比較して年少人口は下回り、老年人口は上回っています。

また、世帯あたり人員の減少などに見られるような単身化、核家族化等の進行もあり、少

子高齢化が一層進むと考えられるなか、家族介護や子育てへの力の低下が懸念されるなど、

高齢者への行政サービスの充実や子どもを健やかに育てる環境の整備について、行政の果た

す役割が高まると予想されます。

こうした状況の中で、安心して暮らせる地域社会を支えていくためには、合併による、健

全な財政運営と人材の確保や、サービスの安定提供の維持が求められます。

②住民の様々な要望への対応
住民生活を支えるまちづくりは、これまで主に都市基盤の整備や各種公共公益施設の整備

が施策の重点となっていました。

しかし、住民の行動範囲が広域化するとともに、情報技術の多様化、環境共生・省資源化

社会への関心の高まり、住民同士の交流や、日常的な生活時間を重視するライフスタイルへ

の変化など、住民ニーズは多岐にわたり、まちづくりも様々な対応が必要といえます。

このような行政に対する住民の要望に的確に応えていくためには、合併による組織再編や、

サービスの高度化、専門性が高められる体制づくりが求められます。

序論
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③生活圏拡大への対応
自家用車の普及や高速道路をはじめとする広域的な交通網の整備が進み、生活行動の範囲

は行政区域単位を大きく超えるものとなっています。

こうした市町村域を超えた日常生活、行動圏の広がりに対応し、本地区の特性である高速

道路インターチェンジ（IC）の立地、渋川市を中心とする利便性の高い鉄道・道路等の交通

基盤を最大限に活かしながら、合併によって、広域的・一体的な交通環境づくりが求められ

ます。

④特色ある新市づくり

渋川地区は、豊かな自然・温泉、歴史・文化性の高い地域で固有の貴重な資源にも恵まれ

ていますが、近年の入込客数の伸び悩み（県内広域圏別には渋川地区が最も低い状況）、そ

して東京などの大都市観光化の側面や、国際化の進展による競争力も視野に入れていく必要

があるなど、現状としては厳しい面が強くなっています。

一方、渋川地区に散在する資源の連携や充実によっては、地域の新しい魅力を引き出して

いく可能性も秘めていることから、合併によって各地域の役割の明確化やまちづくりとの連

携を進め、新たな活力や魅力の創出が求められます。

⑤行財政運営の効率化

社会全体が低成長時代に入るとともに、国全体の財政は、税収が落ち込む中で、国・地方

ともに多大な債務残高を有するなど極めて厳しい状況にあり、地方においては借入金残高が

平成 15 年度末で約 199 兆円にのぼると見込まれています。

渋川地区においても、近年の決算額の落ち込みや地方債残高も約 330 億円（普通会計平成

14 年度決算）に達するなど、今後の財政運営は一層厳しくなるものと見込まれます。

このため、昭和 46 年から取り組んできた渋川地区広域市町村圏振興整備組合による事業の

維持など広域連携を強化していくとともに、合併により、特に必要と認められる公共的施設

の整備、合併市町村の地域住民の連携強化又は旧市町村の地域振興のための基金積立等に要

する経費については、「合併特例債」をもってその財源とし、効率的な行財政運営を進める

必要があります。
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２．策定方針

（１）計画策定の趣旨
本計画は「市町村合併の特例に関する法律」に基づき、渋川地区の新市のまちづくり基本

方針を示し、合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進し、合併市町村の速やかな一体性

の確立、住民福祉の向上、均衡ある発展に寄与することを目的に策定します。

なお、新市において策定される「総合計画（基本構想・基本計画・実施計画）」は、本計画

を可能な限り尊重して策定するものとします。

（２）計画の構成
本計画は、新市のまちづくりを進めていくための将来像等を示す「新市建設の基本方針」、

基本方針の実現に向けた「主要事業（施策）」、「公共施設の計画的統合整備」及び「財政計画」

を主項目として構成するものとします。

なお、「主要事業（施策）」は、新市において策定される総合計画の「実施計画」の策定作

業や予算編成作業において、社会経済情勢等を考慮しながら本計画を指針として事業選択さ

れ、実施されます。

（３）計画の期間
本計画は、長期的視野に立った計画であり、平成１８年度から平成３２年度までの

１５年間の計画とします。

関係市町村 合併協議 新 市

・総合計画

・首長ヒアリング

・住民意識調査

・住民説明会

反映
新 市 建 設 計 画

（合併後１５年間計画）

・住民説明会

反映
新 市 総 合 計 画
（新市建設計画を指針とし

て ）
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１.概況

（１）位置と地勢
渋川地区は、日本そして群馬県のほぼ中央部、雄大な関東平野の始まる位置にあたり、古

くから交通の要衝として栄え、豊富な水資源を活かした工業、山地の開拓による農業や、首

都圏の奥座敷となる観光・温泉などを主要産業としてきました。

地区の南側は県都前橋市に隣接し、東京都心まで120㎞（高速道路（関越自動車道渋川伊

香保IC）利用で約2時間、JR上越線及び新幹線利用で約1時間10分）の距離にあります。

主な交通網としては、JR上越線、JR吾妻線の２路線が通り、渋川地区にはＪR上越線の４

駅、JR吾妻線には４駅があります。また道路としては、南北に関越自動車道と国道17号、東

西に国道353号が通り、関越自動車道には渋川市と赤城村にICがあります。

地形は赤城山、榛名山、子持山、小野子山に抱かれ、利根川と吾妻川の流れによって形成

された谷地とともに、標高差が概ね600ｍ以上となる起伏に富んだ地形を有し、地区の大半

が自然的土地利用で占められています。

■渋川地区の位置

■地形

第１章 渋川地区の概況とまちづくりの課題
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（２）変遷
渋川地区は明治の大合併時に２町９村となり、昭和29～35年（昭和の大合併）に現在の市

町村単位となっています。

（３）面積等
渋川地区の面積は240.42k㎡、また山々に囲まれた地形特性から可住地面積は、全体のおよそ

48％となっています。

明治期（22年） 昭和期 平成16年12

月現在

渋川村 → 渋川町

渋川市(29年) 渋川市
金井村、南牧村、阿久津村、川島村、祖母島村 → 金島村

有馬村、八木原村、半田村 → 古巻村

湯上村(行幸田)、石原村、中村 → 豊秋村

（伊香保村、湯中子村、水沢村）→伊香保村 → 伊香保町 伊香保町

小野子村、村上村 → 小野上村 小野上村

上白井村、中郷村 → 白郷井村
子持村(35年) 子持村

横掘村、北牧村、吹屋村、白井村 → 長尾村

持柏木村、溝呂木村、北上野村、勝保沢村、見立

村、滝沢村、上三原田村、三原田村、樽村、宮田

村

→

横野村
赤城村(31年) 赤城村

津久田村、猫村、長井小川田村、深山村、棚下村 → 敷島村

箱田村、上箱田村、真壁村、八崎村、分郷八崎村、

小室村、上南室村、下南室村、下箱田村

→
北橘村 北橘村
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２.渋川地区の概況

（１）人口・世帯等

①渋川地区の状況

平成１２年国勢調査の総人口は 89,795 人で、平成２年との比較では、実数としてやや減少

していますが、動向としては大きな変化は見られません。

世帯数は 28,685 世帯、１世帯あたりの人員数は 3.13 人で、平成２年と比較すると世帯数

は約 10％増加しています。

年齢別人口は０～14 歳 13,258 人（14.8％）、15～64 歳 58,447 人（65.1％）、65歳以上 18,090

人（20.1％）となっています。

就業人口（第１次～３次人口の総和）は44,697人で、第１次産業3,908人、第２次産業14,344

人、第３次産業 26,445 人となっています。群馬県平均と比較すると第１次産業、第３次産業

従業者の率がやや高くなっています。

これらを平成２年と比較すると第１次産業及び第２次産業従事者は減少し、第３次産業従

事者はわずかながら増加しています。

■人口・世帯等の状況

資料：国勢調査 ※年齢別人口は不詳を含む

②構成市町村別の状況

同様の条件で構成市町村別の状況を見てみると概ね地区全体と同様ですが、人口については

伊香保町の減少（11％）と北橘村の増加（８％）、小野上地域での高齢化（65歳以上人口率27.6％）

などに特徴が見られます。

平成 2年 平成 7年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年

人 口 91,094 91,162 89,795 87,469 83,330

０～14 歳 17,095

（18.8）

14,967

（16.4）

13,258

（14.8）

11,707

（13.4）

10,175

（12.2）

15～64 歳 61,256

（67.2）

60,517

（66.4）

58,447

（65.1）

55,490

（63.4）

50,843

（61.2）

65 歳以上 12,743

（14.0）

15,678

（17.2）

18,090

（20.1）

20,271

（23.2）

22,087

（26.6）

世帯数 26,175 27,771 28,685 29.257 29,290

1 世帯あたり人員 3.48 3.28 3.13 2.99 2.84

産業別就業者数 45,583 46,574 44,697 43,248 39,594

第１次産業 5,620

（12.6）

4,640

（10.0）

3,908

（8.7）

3,695

（8.8）

2,857

（7.2）

第２次産業 15,787

（34.6）

15,494

（33.2）

14,344

（32.1）

12,758

（29.5）

11,249

（28.4）

第３次産業 24,176

（52.8）

26,440

（56.8）

26,445

（59.2）

26,795

（62.0）

25,488

（64.4）
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（２）通勤通学流動
平成12年国勢調査の通勤流動をみると、渋川市への流入が1,000人以上となっているのが、

前橋市、子持村、吉岡町、赤城村となっており、渋川地区内では東部と渋川市との結びつき

が高いことが伺えます。また渋川地区以外では、前橋市との流動が多く見られます。

また、通学流動については、渋川地区内での流入先は概ね渋川市となっていますが、地区

外では前橋市、高崎市への流出も多くみられます。

資料：国勢調査(平成 12 年)より作成

県内上位都市及び 100 人以上で表示

資料：国勢調査(平成 12 年)より作成

県内上位都市及び 50 人以上で表示
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（３）産業
渋川地区の産業動向についてみると、農業産出額が平成 13年現在（農林水産統計）で 14,454

百万円、小売販売額が平成 14 年現在（商業統計）で 106,137 百万円、工業製品出荷額が平成

13年現在（工業統計）で 165,407 百万円となっています。各指標とも年ごとの増減はあるもの

の概ね横ばいであり、大きな変化は見られません。

構成市町村別には赤城村、北橘村における１人当り農業産出額の高さと、渋川市における小

売販売額、工業製品出荷額の高さに特徴が見られます。

■産業動向

９

































































新市のプロジェクト（１０年後の未来像）新市のプロジェクト（１０年後の未来像）新市のプロジェクト（１５年後の未来像）新市のプロジェクト（１５年後の未来像）

子持地域
小野上地域

渋川地域

赤城地域

北橘地域
伊香保地域

《新市づくりの方向》

◎６つの重点プロジェクトから、４つの根幹となる事業を進めるとともに、２つの新市の地域特性と

なっている共通の資源である自然・歴史・文化を活かしたまちづくりに取り組みます。

★自然と地域資源を生かした

観光ネットワークの創出

◎観光資源の掘り起しと連携強化

◎活力ある商業地づくり

●公共交通網と

幹線道路整備

●いきいき暮らせ

る安全・安心な

まちづくり

●IＴ社会に対応

した情報基盤

整備

●たくましい行

財政基盤の

確立

★次世代育成のための教育環

境整備
◎高等教育機関誘致

◎地域文化等の継承

新
市
の
一
体
性
の
確
立
や
住
民
福
祉
の
向
上
、
均
衡
あ
る
発
展
に
向
け
て
、
共
通
に
と
り

く
む
べ
き
根
幹
と
な
る
４
つ
の
事
業

「日本のまん中」である新市の地域

特性を生かしたまちづくり

やすらぎとふれあいに満ちた“ほっと”なまち

〇人にやさしく便利で

快適なまちづくり

○美しく豊かな自然と

共生するまちづくり

○快適でやすらぎのある

まちづくり

○健やかで温かな暮らし

のあるまちづくり

○豊かな心と個性ある伝統・

文化を育むまちづくり
○地域資源と連携による

活力あるまちづくり
○参加とふれあいで

築くまちづくり
〇協働と効率化で進め

るまちづくり
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